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Ⅰ．緒　　　　言

　近年は，地球温暖化のため，洪水や土砂災害を

引き起こす大雨や短時間強雨の回数が増加してい

る1）．このように，豪雨災害が毎年のように発生

しており，これまで安全と考えられた地域に，経

験したことのない大規模な災害が発生している．

このような状況下，災害ボランティア（以下，「ボ

ランティア」という．）の活躍が一層期待される

状況となっている．このボランティアの存在が大

きく浮上してきたのは，1995 年に発生した阪神・

淡路大震災であり，鈴木他（2003）によると「全

国から大量の人々が，救援活動を志願するボラン

ティアとして被災地に駆けつけてきた．こうした

社会現象を指して，『ボランティア革命』『ボラン

ティア元年』という言葉も生まれた」2）という．

そして，当年に災害対策基本法第 8 条 2 項に第  
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　本研究は，災害ボランティアセンターにおける安全衛生体制の実態を明らかにすること

により，災害ボランティアの健康管理支援体制のあり方についての示唆を得ることである．

社会福祉協議会が 2016 年度からの 5 年間に設置した災害ボランティアセンター 332 か所

を対象に，無記名自記式質問紙調査を行った．質問項目は災害ボランティアセンターの設

置体制，災害ボランティアの活動状況及び安全衛生体制の整備状況とした．調査票の回収

数は 158 か所（回答率 47.6％）で，そのうち有効回答数は 152 か所（有効回答率 96.2％）

であった．近年の活動期間は長期化傾向にあり，災害ボランティアの一部は危険な環境下

で活動していることが明らかになった．また，改善を要する安全衛生体制の項目のうち実

施率が低かったのは，予防接種の徹底 1.3％，メンタルヘルス支援体制の確保 7.2％，受

援体の強化 19.1％，保健医療専門職の助言の確保 22.4％，連携の場の設定 31.6％であった．

災害ボランティアの健康管理支援体制の課題として，事前研修や活動時の安全衛生指導を

行うとともに，現場巡回の徹底等による安全衛生管理体制の充実強化の必要性が示唆され

た．また，活動前の破傷風ワクチン接種等の予防接種を徹底することやメンタルヘルス支

援体制の確保のために精神科医や心理職等の協力体制の整備を図ること，及び保健医療専

門職の助言を確保するために保健医療専門職等を配置した救護チームや救護所の設置を推

進する必要性が示唆された．
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13 号が追加され，「国及び地方公共団体は，ボラ

ンティアによる防災活動の環境整備に努めなけれ

ばならない」ことが明記された．その後，津賀他

（2009）は「ヒアリハット事例の共有，ボランティ

アに対する安全衛生指導，助言，現場巡回，活動

が終息した後の検証や追跡調査も重要な課題であ

る」3）と報告している．また，内閣府主催の防災

ボランティア活動検討会が開催された中でも，防

災ボランティア活動に関する論点集（平成 22 年  

9 月28日版）が公表され，「ボランティア活動に

おける安全衛生に特化した窓口の必要性が認識さ

れていない」4）ことが残る課題とされている．翌

年に，厚生労働科学災害ボランティア研究班がま

とめた災害ボランティア等の健康管理に関する指

針に，「可能であれば健康管理班を編成し，災害

ボランティアの安全衛生 ･ 健康管理を行う」5）こ

ととされ，活動中の傷病を予防するために，災害

ボランティアセンター（以下「センター」という．）

に「医療看護職等を含めた健康管理班による体制

を確立することが好ましいと考えられる」5）と提

示されている．しかし，2011（平成 23）年度災

害ボランティア活動の安全衛生に関する調査（以

下，「平成 23 年度調査」という．）では，「災害ボ

ランティア活動の安全衛生について，何らかの専

門家に相談したセンター数が過半数の 20 セン

ター（53％）であった」6）という結果が報告され

ている．また，防災ボランティア活動に関する論

点集（平成 24 年 9 月 30 日版）では，「災害ボラ

ンティアセンターから，安全管理や衛生管理をす

るために，医師・看護師の派遣要望があったが，

十分に対応できない場合があった」ことや「長期

滞在のボランティア・コーディネーターの健康管

理，心のケアなどを考える必要がある」7）という

安全衛生の課題が報告されている．さらに，尾島

他（2012）が行ったインタビュー調査では，「保

健医療専門職が継続的に関わっているボランティ

アセンターは多くなかった」8）と報告されている．

また，災害ボランティア活動時の健康管理支援に

関する文献検討では，「災害ボランティアへの支

援体制の向上を図るためには，健康問題に関する

専門家の助言やメンタルヘルス支援体制の確保が

未解決な状況であった」9）と報告されている．

　このように，健康管理支援体制の課題が報告さ

れてきたが，現在においても災害ボランティア活

動の安全衛生体制の整備が求められていると考え

られる．

　これまでの内閣府主催の防災ボランティアに関

する検討会では，当初，ボランティア活動の安全

衛生の確保について注目されてきた．その後，近

年では受援体制の整備や連携・協働を目的とした

検討を中心として進められており，「地方公共団

体のための災害時受援体制に関するガイドライ

ン」10）や，「防災における行政の NPO・ボランティ

ア等との連携・協働ガイドブック」11）が出版され

ている．

　このように，様々な災害時の活動において，行

政や NPO・ボランティア等との連携体制が改善

されている方向にある．しかし，被災地でのボラ

ンティア活動は，猛暑や危険な環境など活動環境

がこれまで以上に厳しい状況であることや，2020  

年度以降においては新型コロナウイルス感染症対

策として感染防止の徹底が求められるなど新たな

課題も発生していることから，ボランティアの健

康問題への対策についてはこれまで以上に充実強

化が求められている．

　そこで，本研究は，災害ボランティアセンター

における安全衛生体制の実態を明らかにすること

により，災害ボランティアの健康管理支援体制の

あり方についての示唆を得ることを目的とした．

Ⅱ．研  究  方  法

 1 ．調査対象ボランティアセンター

　本調査は，社会福祉法人全国社会福祉協議会の

地域福祉部全国ボラ・市民活動振興センターが掲

載する過去の災害情報に 2016 年度から 2020 年度

までの 5 年間に掲載された社会福祉協議会 288 か

所で，このうち 2 回設置の 44 か所を含めたセン

ター 332 か所を対象とした．

 2 ．調査方法

　2021 年 1 月から 3 月に，該当のセンターを設

置した社会福祉協議会の担当部局へ無記名自記式

調査票を郵送し，返信用封筒による回収を行った．

質問紙は，平成 23 年度調査6），及び平成 24 年災

害ボランティアセンター調査（以下「平成 24 年
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度調査」という．）12）を参考に作成した．質問項

目はセンターの設置体制，ボランティアの活動状

況及び安全衛生体制の整備状況等とした（表 1 ）．

 3 ．分析方法

　IBM SPSS Statistics Ver.27 を用いて，統計

解析を行った．自由記載欄の回答は，内容分析に

基づきカテゴリー化を行った．

 4 ．倫理的配慮

　久留米大学倫理委員会（承認番号 20206）及び

帝京大学福岡医療技術学部倫理委員会（承認番号 

帝福倫 21-02）の承認を得て行った．社会福祉協

議会の担当者への依頼に際しては研究参加の自

由，意義，利用目的，利用方法，調査項目，問い

合わせ先を文書にて説明した．併せて調査用紙の

回収をもって同意とみなすことや本研究以外の目

的では使用しないことを明記した．

Ⅲ．結　　　　果

　社会福祉協議会 288 か所中 150 か所（回答率  

52.1％）において，2 回設置の 8 か所を含めた  

158 か所（回答率 47.6％）から回答を得た．この

中で無効回答が 6 か所存在したため，有効回答は  

152 か所（有効回答率 96.2％）であった．

 1 ．センターの設置体制

（1）センターが設置された地域について

　回答があったセンター 152 か所の地域は，表 2  

の通り，関東地方が7県（茨城県，栃木県，群馬県，

埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県）で 36 か所

（23.7％）で，次いで，九州・沖縄地域が 4 県（福

岡県，佐賀県，熊本県，大分県）で 31 か所（20.4％）

の順であった．

（2）災害名及び災害発生による設置数について

　対象センター 332 か所のうち 300 か所（90.4％）

が台風・豪雨災害であった．この中で回答があっ

たセンター 152 か所のうち，災害の種別毎の発生

状況をみると，台風・豪雨災害が 130 か所

（85.5％），地震災害が 17 か所（11.2％）であった．

また，具体的な災害名の発生による設置数につい

ては「令和元年台風 19 号，10 月大雨」（2019 年 10

月 12 日～16 日発生）が 52 か所（34.2％）と一番

多く，次に「平成 30 年 7 月豪雨」（2018 年 7 月 4 日

～8 日）29 か所（19.1％）の順であった．

（3）センターの設置期間について

　センターの設置期間について，最も多かったの

は「15-28 日間」40 か所（26.3％）で，次いで

「29-49 日間」36 か所（23.7％）であった．なお，

最も長かったのは「700 日間以上」1 か所（0.7％）

であった．

（4）センターの設置理由について

　センターの設置理由について「行政からの指示」

と回答したセンターが最も多く，過半数の 78 か

所（51.3％）であった．次いで，住民のニーズが  

45 か所（29.6％）であった．その他の中では「社

会福祉協議会として判断したもの」17 か所（11.2 

％），「行政との協議」11 か所（7.2％），「行政と

の協定書」10 か所（6.6％）の順に多かった．

表 1 　調査項目

項目（項目数） 具体的内容

①  災害ボランティアセンターの

設置体制（7）

センターが設置された地域，災害名及び災害発生による設置数，

センターの設置期間・設置理由・設置主体，センターへの登録の

勧誘状況，活動地への交通手段

②  災害ボランティアの活動状況

（4）

ボランティアの活動者数・活動期間・1 日の平均活動時間・活動

内容

③  災害ボランティア活動の安全

衛生に関する実態（9）

センター等で準備した安全衛生に必要な用品，調達に困ったこと，

ボランティア活動に向けての周知（周知内容・周知策・その他），

ボランティア活動時のケガ ･ 疾病の状況（把握・内容・リスク行

動），ボランティア活動時に相談した専門家の具体的内訳

④  災害ボランティア活動に関す

る安全衛生体制の整備状況（4）

センター設置・運営に関するマニュアル等の作成・スタッフの研

修受講，ボランティアの育成 ･ 強化の方策，ボランティア活動に

関する安全衛生体制の具体的内容

⑤ その他の活動状況（2） 新型コロナウイルス感染症対策への取り組み，その他・ボランティ

ア活動の安全衛生の意見等
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（5）センターを設置した主体について

　どのような団体がセンターを設置・運営を行っ

たかについて，社会福祉協議会が単独で設置した

センターが過半数 83 か所（54.6％）であったが，

全てのセンターが「社会福祉協議会」を含んだ回

答であった．また，社会福祉協議会のみならず，

行政や NPO と協働で設置するセンターを合わせ

ると 58 か所（38.2％）であった．

（6）センターへの登録の勧誘状況について

　ボランティアが活動しているセンターへの登録

の勧誘状況は 93 か所（61.2％）であった．

（7）活動地への交通手段について

　活動地への交通手段について「車（自家用車・

レンタカー）」132 か所（86.8％）と最も多く，

次いで「ボランティアバス」43 か所（28.3％）と

多かった．「その他」では「社会福祉協議会や行

政機関所有の公用車」36 か所（69.2％）と最も多

かった．

 2 ．ボランティアの活動状況

（1）ボランティアの活動者数について

　ボランティア活動者の延べ数は「1,000～9,999」

60 か所（39.5％）で，次いで「100～499人」43  

か所（28.3％）であった．最大数としては「50,000 人

以上」1 か所（0.7％）であった．次に，センター

のボランティア活動者の 1 日最大数としては「100

～499 人」77 か所（50.7％）が最も多く，次いで

「1-99人」57 か所（37.5％）であった．1 日最大

数が最も多かったのは「2,000 人以上」2 か所（1.3 

％）であった．

（2）ボランティアの活動期間について

　ボランティアの活動期間として，表 3 の通り

「1-49 日間」107 か所（70.4％）と最も多かった．

次に「50-99 日間」23 か所（15.1％）であった．

なお，最も長かったのは「700 日間以上」1 か所（0.7 

％）であった．平成 24 年調査12）では「1-49 日間」

20 か所（90.9％）で，最も長かったのは「50-99 日

表 2 　災害ボランティアセンターが設置された地域の回答状況 （N ＝152）

地方（都道府県数） 都道府県名（センター数）

北海道（1） 北海道（3）

東 北（5） 青森県（0），岩手県（7），宮城県（6），秋田県（3），山形県（3），福島県（10）

関 東（7）
茨城県（5），栃木県（3），群馬県（3），埼玉県（2），千葉県（16），東京都（5），

神奈川県（2），山梨県（0）

中部・北陸（5）
富山県（0），石川県（0），福井県（0），長野県（7），岐阜県（1），静岡県（3），

愛知県（0），三重県（1），新潟県（1）

近 畿（3） 滋賀県（0），京都府（4），大阪府（6），兵庫県（1），奈良県（0），和歌山県（0）

中国・四国（8）
鳥取県（1），島根県（3），岡山県（6），広島県（6），山口県（3），徳島県（0），

香川県（1），愛媛県（6），高知県（3）

九州・沖縄（4）
福岡県（5），佐賀県（3），長崎県（0），熊本県（16），大分県（7），宮崎県（0），

鹿児島県（0），沖縄県（0）

表 3 　災害ボランティアの活動期間とセンター数

 （201212）N ＝22, 2020 N ＝152）

活動期間
2012

センター数（％）

2020

センター数（％）

① 設置中・無回答 1（4.5）  1（0.7）

② 1-49 日間 20（90.9） 107（70.4）

③ 50-99 日間 1（4.5）  23（15.1）

④ 100-199 日間 0（0.0）  11（7.2）　

⑤ 200-299 日間 0（0.0）  9（5.9）

⑥ 300-699 日間 0（0.0）  0（0.0）

⑦ 700 日間以上 0（0.0）  1（0.7）
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間」1 か所（4.5％）あった．

（3）ボランティアの1日の平均活動時間について

　ボランティアの 1 日の平均活動時間は「4-6 時

間」118 か所（77.6％）と最も多く，次いで「1-3 時

間」20 か所（13.2％）であった．

（4）ボランティアの活動内容について

　ボランティアの活動内容について「泥だし・片

付け」150 か所（98.7％）と最も多く，次いで「清

掃・美化活動」143 か所（94.1％），「物資支援」

72 か所（47.4％）の順に多かった．

 3 ．ボランティア活動の安全衛生に関する実態

（1）センター等で準備した安全衛生に必要な用品

　当用品について，次の通りであった．

　①準備する割合が多かった資機材・物資

　・「軍手」143 か所（94.1％），「マスク」139 か

所（91.4％），「ゴム手袋」134 か所（88.2％），「タ

オル」132 か所（86.8％），「水ペットボトル」131  

か所（86.2％）の順に多かった．

　②準備する割合が低かった資機材・物資

　・「安全靴」39 か所（25.7％），「革手袋」52 か

所（34.2％），「AED」57 か所（37.5％）の順に

多かった．

　③その他の安全衛生に関する資機材・物資

　・「踏み抜きインソール」8 か所（5.3％）が多く，

「ブルーシート」及び「飲み物（ペットボトル飲

料等）」が 3 か所（1.9％）であった．「フェースシー

ルド」及び「非接触型体温計」など新型コロナ感

染症予防に係る物資の確保もあった．

　平成 23 年度調査6）と比較すると，増加してい

る項目は防塵マスク（35.8％増），高圧洗浄（27.6％

増）及びヘルメット（25.2％増）の順に多かった．

（2）調達に困ったことについて

　調達に困ったことがあったセンターは 66 か所

（43.4％）であり，過半数が困ったことがなかった．

具体的には「想定した購入調達量が確保できな

かった」40 か所（26.3％）で，次いで「購入調達

先のための資金が足らなかった」22 か所（14.5％）

であった．

（3）ボランティア活動に向けての周知について

　①周知内容

　各センターにおけるケガ・疾病の予防，健康管

理面で配慮した内容としては「必要な服装・装備・

作業の心構え」が全か所（100％）で最も多かった．

次いで「一定時間おきの休憩」148 か所（97.4％），

「活動環境」146 か所（96.1％），「作業手順」145  

か所（95.4％）の順であった．

　②ケガ，疾病予防 ･健康管理方法に関する周知策

　ケガ，疾病予防・健康管理に関する周知策につ

いて「現場リーダーに通達」133 か所（87.5％）

で最も多かった．次いで「参加者に紙で配布」

121 か所（79.6％），「センター内張り紙等で掲示」

108 か所（71.1％）の順であった．

　③その他，活動時のケガ ･ 疾病予防方法の周知

のための方策

　その他，活動時のケガ・疾病予防方法の周知に

ついて，方策があったセンターは「活動前」32  

か所（21.1％），「活動中」及び「活動後」が同じ

く 23 か所（15.1％）であった．具体的内容は「活

動前」では「オリエンテーション時に注意喚起」，

「活動中」では「リーダーからの休憩の呼びかけ」，

「活動後」では「リーダーよりケガ等の報告確認・

体調確認」が主な内容であった．

（4 ）ボランティア活動時のケガ ･ 疾病の状況につ

いて

　①ケガ ･ 疾病の把握について

　災害ボランティア活動時のケガ・疾病について  

144 か所（94.7％）とほとんどのセンターが把握

していた．

　②ケガ ･ 疾病の内容について

　ボランティアが経験したケガ・疾病では 49 か

所（32.2％）と約 1/3 のセンターしかケガ・疾病

がなかった．ケガ ･ 疾病があったセンターは「釘

の踏み抜き等作業中のケガ」53 か所（34.9％）で

最も多かった．次いで「熱中症」52 か所（34.2％），

「転倒等のよるケガ」38 か所（25.0％）の順であっ

た．一方「新型コロナウイルス感染症以外の感染

症」は 2 か所（1.3％）であった．次に，各センター

におけるボランティアが経験したケガ・疾病の項

目数と事前に周知した健康管理方法の項目数のそ

れぞれの合計数の関係の強さを検証するために，

スピアマンの順位相関係数を求めた結果，2 変数

間で低い負の相関を認めた（r ＝ -0.23，p ＜ .01）

（表 4 ）．

　③ 安全衛生面上でのリスクにつながる行動につ
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いて

　安全衛生面上でのリスクにつながる行動につい

て，表 5 の通り「作業中に天候が急変した」と回

答したセンターが 46 か所（30.3％）と最も多かっ

た．次いで「作業依頼のあった場所が予想以上に

危険だった」43 か所（28.3％），「決まった時間に

なっても帰ってこない人がいた」39 か所（25.7％）

と作業環境に関する回答が多かった．

（5 ）ボランティア活動時に相談した専門家の具体

的内訳について

　ボランティア活動時に，何らかの専門家に相談

したセンター数は，表 6 の通り 100 か所（65.8％）

で，7 割近くのセンターが相談していた．平成 23  

年度調査6）の 20 か所（53％）に比較すると増加

傾向にあった．次に，具体的にどのような専門家

に相談を行ったかについては，表 7 の通り「看護

師」60 か所（39.5％），次いで「保健師」56 か所

（36.8％），「日本赤十字社関係者」24 か所（15.8％）

であった．平成 23 年度調査に比較すると，看護

師（26.0％増），保健師（20.6％増）が増加傾向

表 4 　ケガ・疾病と周知した健康管理方法の項目数の相関

 （N ＝152）

周知した健康管理方法

ケガ・疾病 －.23＊＊

Spearman の順位相関係数 p ＜ .01

表 5 　安全衛生上リスクにつながる行動内容とセンター数

 （20116）N ＝37， 2020 N ＝152）

活動期間
2011

センター数（％）

2020

センター数（％）

① 体調が悪そうなのに作業を続ける人がいた　 1（3）　 13（8.6）　

② けがをしているのに作業を続ける人がいた 1（3）　 13（8.6）　

③ 過労，睡眠不足なのに作業を続ける人がいた 5（14） 12（7.9）　

④ 休憩する時間を取らない人がいた 6（16） 27（17.8）

⑤ 作業依頼のあった場所が予想以上に危険だった 7（19） 43（28.3）

⑥ 作業中に天候が急変した 8（22） 46（30.3）

⑦ 決まった時間になっても帰ってこない人がいた 9（24） 39（25.7）

⑧ その他 1（0）　  2（1.3）　

表 6 　専門家への相談状況とセンター数 （20116）N ＝37, 2020 N ＝152）

専門家への相談の有無
2011

センター数（％）

2020

センター数（％）

① 相談した 20（53） 100（65.8）

② 相談しなかった 18（47）  52（34.2）

表 7 　相談した専門家の種別とセンター数 （20116）N ＝37, 2020 N ＝152）

専門家の種別
2011

センター数（％）

2020

センター数（％）

① 医師 2（5）　 10（6.6）　

② 看護師 5（14） 60（39.5）

③ 保健師 6（16） 56（36.8）

④ 日本赤十字社関係者 5（14） 24（15.8）

⑤ 労働安全衛生コンサルタント 0（0）　 1（0.7）

⑥ その他の専門家 2（5）　 18（11.8）
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にあった．さらに，各センターにおけるボランティ

アが経験したケガ・疾病の項目数と相談した専門

家の職種数のそれぞれの合計数の関係の強さを検

証するために，スピアマンの順位相関係数を求め

た結果，2 変数間で低い負の相関を認めた（r ＝

-0.38，p ＜ .01）（表 8 ）．

 4  ．ボランティア活動に関する安全衛生体制の整

備状況

（1 ）センター設置・運営に関するマニュアル等の

作成について

　安全衛生を含めたマニュアル等の作成と活用に

ついて「マニュアル等があり，実際に活用した」

75 か所（49.3％）が最も多かった．次いで「マニュ

アル等は作成していなかった」51 か所（33.6％）

であった．

（2 ）センター設置・運営に関するスタッフの研修

受講について

　センターを運営する際，運営スタッフの中に，

ボランティア活動やセンター運営に関する研修を

受けたことがあるスタッフがいたのは 57 か所

（37.5％）であった．

（3）ボランティアの育成 ･ 強化の方策について

　ボランティアの育成・強化の方策について「災

害ボランティア保険の周知」が最も多く 111 か所

（73.5％）であった．次いで「災害ボランティア

研修会の開催」109 か所（72.2％）で，3 番目に

多かったのは「災害ボランティアのトレーニング」

59 か所（39.1％）であった．一方「ボランティア

活動前の予防接種の徹底」は，全くなかった．

（4 ）ボランティア活動に関する安全衛生体制の具

体的内容について

　ボランティア活動の安全衛生体制について，表  

9 の通り「活動前オリエンテーションの実施」，「作

業時間の管理や休憩の確保」と回答したセンター

が 148 か所（97.4％）と最も多く，次いで「救護

チーム・救護所の設置・明確化」85 か所（55.9％）

であった．一方，未整備の下位項目は「予防接種

の徹底」2 か所（1.3％），「メンタルヘルス支援体

制の確保」11 か所（7.2％），「受援体制の強化」

29 か所（19.1％），「保健医療専門職の助言の確保」

34 か所（22.4％），「連携の場の設定」48 か所（31.6 

％）の順であった．次に，各センターにおけるボ

ランティアが経験したケガ・疾病の項目数とボラ

ンティア活動の安全衛生体制整備の項目数のそれ

表 8 　ケガ・疾病の項目数と相談した専門家の職種数の相関

 （N ＝152）

相談した専門家

ケガ・疾病 －.38＊＊

Spearman の順位相関係数 p ＜ .01

表 9 　災害ボランティア活動の安全衛生体制の実施内容とセンター数

 （N ＝152）

安全衛生体制の実施内容（複数回答） センター数（％）

① 安全衛生対策マニュアルの周知  61（40.1）

② 活動前オリエンテーションの実施 148（97.4）

③ 予防接種の徹底  2（1.3）

④ 作業時間の管理や休憩の確保 148（97.4）

⑤ 救護チーム・救護所の設置・明確化   85（55.9）

⑥ 保健医療専門職の助言の確保  34（22.4）

⑦ 活動前・中・終了時の健康チェックの実施　  81（53.3）

⑧ 良好な人間関係づくりの取り組み　  73（48.0）

⑨ メンタルヘルス支援体制の確保 　 11 （7.2）

⑩ 連携の場の設定  48（31.6）

⑪ 受援体制の強化  29（19.1）

⑫ その他  3（2.0）
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ぞれの合計数の関係の強さを検証するために，ス

ピアマンの順位相関係数を求めた結果，2 変数間

で低い負の相関を認めた（r ＝ -0.21，p ＜ .01）

（表 10）．

 5 ．その他の活動状況

（1 ）新型コロナウイルス感染症対策への取り組み

について

　新型コロナ感染症の発生後に設置されたセン

ターは 16 か所で，全センターがその取り組みを実

施していた．その具体的内容は「事前に，被災者

のニーズを確認し，マッチングを行う」，「マスク

の着用の徹底」，「健康チェックの徹底」であった．

（2 ）その他のボランティア活動の安全衛生の意見

等について

　その他の意見を記載していたセンターは，表  

11 の通り，18 か所 22 個（複数回答）の意見があっ

た．この中で最も多かったのは「新型コロナ感染

症の予防対策」8 か所（36.3％）であり，次いで「医

療専門職の配置・連絡体制の確保」4 か所（22.2％）

であった．

Ⅳ．考　　　　察

 1 ．ボランティアの活動状況と安全衛生の実態

　内閣府が実施した平成 24 年調査12）では，100  

日以上の活動期間のセンターはなかったが，本調

査では 21 か所（13.8％）あり，この中で最長期

間は 700 日以上となっていた．近年の日本では，

地球温暖化により連続する豪雨災害が多大な被害

をもたらしており13），ボランティア活動期間が長

期化傾向にあることが明らかになった．

　次に，安全衛生上リスクにつながる行動の中で，

平成 23 年度調査6）に比較して最も増加傾向に

表 10 　ケガ・疾病とボランティア活動の安全衛生体制整備の項目数の相関

 （N ＝152）

ボランティア活動の安全衛生体制整備

ケガ・疾病 －.21＊＊

Spearman の順位相関係数 p ＜ .01

表 11 　その他のボランティア活動の安全衛生に関することについての意見の概要

キーワード 具体的内容（代表的意見）

① 新型コロナ感染症の予防対策 ・コロナの影響により，ボランティア活動をコーディネートして

いく中で，いかに安全衛生を確保し，ニーズとボランティアをマッ

チングさせられるのかを考えることが必要．

・新型コロナウイルス感染症の感染予防もふまえた災害ボラン

ティアセンターの運営が大きな課題になっている．

・感染症の専門家からの指導なども得たいが，現在の社会情勢も

考えると相談しがたい．

②  保健医療専門職の配置・連絡

体制の確保

・安全衛生に関わる事柄は専門的知識が必要なことが多く，保健，

医療，福祉関係との連携体制ができていなければ難しい．

・ボランティアセンターへ保健師や看護師などの専門職を配置で

きれば運営面でもとても助かると思う．

③  危険度の高い専門性を要する

作業体制の確保

・屋根上活動には，経験のあるボランティア，NPO 等との協働

が大切．

④  災害ボランティアセンターへ

の支援体制の確保

・ボランティアの活動場所に経験者か，気付ける職員の配置が必

要．

⑤  ボランティア活動者への徹底

した健康管理

・ボランティア活動者には，必ず受付時に当日の体調が良好であ

ることを確認している．

⑥  ボランティア活動の安全衛生

に関する実施体制を整備

・改めて，平素からのボランティア活動の安全衛生に関する実施

体制を整備することの重要性を強く感じた．

⑦ マニュアルの周知徹底 ・マニュアルを作成し，周知・理解してもらうことが大切．
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あった項目は，「作業依頼のあった場所が予想以

上に危険だった」であった．具体的には，平

成 23 年度調査6）7 か所（19％），本調査 43 か所

（28.3％）で 9.3％増であった．このように，大規

模災害が多発する中，災害廃棄物の処理に携わる

ボランティア活動が増加傾向にあることが明らか

になった．このことに関して，環境省災害廃棄物

対策室（2020）は災害廃棄物対策指針の資料編に

て「災害ボランティアの活動は，災害廃棄物処理

に係る事項が多い．そのため，被災市町村の担当

者は，活動開始時点において災害廃棄物の分別方

法や排出禁止物（便乗ごみ等），搬出方法，搬出

先（仮置場），保管方法を災害ボランティアに対

して事前に説明できることが望ましい．」14）と記

載している．また，その際の問題点として，岡野

谷純（2009）は「ボランティアの自己管理能力に

も差があり，そのつど体制や業務を見直し，スタッ

フの増強や予防啓発活動を充実するなど柔軟な対

応が必要であった」15）と述べている．以上のこと

から，ボランティア活動期間は長期化傾向にあり，

ボランティアの一部は危険な環境下での災害廃棄

物の処理に従事していることが明らかになった．

また，事前研修や活動時の安全衛生指導を行うと

ともに，活動現場にて安全衛生に問題がないかを

確認するため，センターのスタッフによる現場巡

回の徹底等による安全衛生管理体制の充実強化の

必要性が示唆された．

 2  ．ボランティア活動に関する安全衛生体制の整

備状況

　改善を要する安全衛生体制の項目は「予防接種

の徹底」2 か所（1.3％），「メンタルヘルス支援体

制の確保」11 か所（7.2％），「受援体制の強化」

29 か所（19.1％），「保健医療専門職の助言の確保」

34 か所（22.4％），「連携の場の設定」48 か所

（31.6％）であることが明らかになった．

　最も充足していない項目として，「予防接種の

徹底」が挙げられた．盛田他（2011）は，災害ボ

ランティアに対する救護班活動報告の中で，「震

災後の衛生状態悪化を考慮すれば，被災地でのボ

ラ活動には破傷風ワクチン接種を推奨したい」16）

と報告している．過去の情報として，平成 23 年

度調査6）においては 37 センター中 6 センター（16 

％）で発生している実態がある．近年，災害廃棄

物の処理が増加している現状の中，破傷風等の感

染症にり患する可能性は高まっており，活動前に

おける破傷風ワクチン接種等の予防接種を徹底す

ることの必要性が示唆された．次に，「メンタル

ヘルス支援体制の確保」が挙げられた．阿部（2014）

は「ボランティア支援者は，災害ボランティアの

メンタルヘルスの変調があることを把握してお

り，何らかの支援が必要な場合があると捉えてい

た」17）と報告している．また，2018 年 6 月に開催

された JVOD 全国フォーラムにおいて，「災害時，

被災者に寄り添う支援者への心のケア（メンタル

ヘルスケア）はまだ十分でない」18）と報告されて

いる．このように，メンタルヘルスの支援体制の

必要性が求められているにもかかわらず，現在に

おいても 1 割にも満たない状況であった．このこ

とから，メンタルヘルス支援体制を確保していく

には，まず精神科医や心理職等の専門的助言が得

られる体制を確保することが必要と考えられる．

以上のことから，メンタルヘルス支援体制の確保

のために精神科医や心理職等の協力体制の整備を

図ることの必要性が示唆された．3 番目に「受援

体制の強化」が挙げられ，これについては受援体

制のガイドライン10）が排出され，また，5 番目に

挙げられた「連携の場の設定」についても連携 ･

協働ガイドブック11）が 2018 年に出版されており，

現在その取り組みが推進されているところであ

る．しかし，これらは，2～3 割程度の実施率であっ

たことから，当ガイドブックの周知を図りながら

今後も一層力を入れていく必要があると考えられ

る．4 番目に「保健医療専門職の助言の確保」が

挙げられた．この関連項目である「専門家への相

談状況」において「相談した」が 100 か所（65.8％）

となっており，平成 23 年度調査6）の 20 か所

（53％）と比較すると 12.8％増となっている．相

談した専門家の具体的な種別の中で，看護師

（25.5％増）や保健師（20.8％増）への相談は増

加傾向にあり，徐々に充実しつつあると考えられ

る．また，本調査では専門家への相談が増加する

ことによりケガや疾病の項目数の減少に繋がる傾

向にあることが示唆された．一方，当体制と関連

の深い項目として「救護チーム・救護所の設置・
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明確化」が位置づけられるが，本調査では 85 か

所（55.9％）の約半数であった．かつて木村他

（2015）が行った災害ボランティアに対する医療

救護体制の実態調査では，「救護チーム等を設置

していたのは 14 件（22％）設置していなかった

のは 47 件（74％）であった」19）と報告されている．

本調査ではこの報告から若干上昇しているもの

の，現在においても十分とは言えない状況と考え

られる．災害支援として DMAT や DPAT 等の

専門職の支援団体の活動は周知されているが，保

健医療専門職がセンターに協力する体制は構築さ

れていない現状である．今後，センターに保健医

療専門職の助言を確保するには，専門職の職能団

体による協力体制を構築することにより，保健医

療専門職等を配置した救護チームや救護所の設置

を推進する必要性が示唆された．併せて，その他

の安全衛生に関する意見から，「新型コロナ感染

症の予防対策」や「保健医療専門職の配置・連絡

体制の確保」に関する意見が多く出された．また，

実際にセンターの設置を体験したことで，ボラン

ティア活動の安全衛生に係る重要性が理解された

という意見があった．さらに，危険度の高い専門

性を有する作業体制の確保に関する意見もあった

ことから，安全衛生管理体制の充実強化の必要性

が示唆された．

本研究の限界と課題

　本研究の調査について，災害ボランティアセン

ターを設置した社会福祉協議会の担当者に依頼し

たが，対象としたセンターの約半数の回答であっ

たことから，本研究の結果を社会福祉協議会全般

の意見として一般化することは難しいと考えられ

る．このため，行政機関と協働した研究体制を確

保する等の検討により，高い回収率を目指すこと

が，今後の研究課題である．

Ⅴ．ま　 と 　め

　近年の活動期間は長期化傾向にあり，ボラン

ティアの一部は危険な環境下での災害廃棄物の処

理に従事していることが明らかになった．

　また，改善を要する安全衛生体制の項目は実施

率が低い順に予防接種の徹底 1.3％，メンタルヘ

ルス支援体制の確保 7.2％，受援体の強化 19.1％，

保健医療専門職の助言の確保 22.4％，連携の場の

設定 31.6％であることが明らかになった．以上の

ことから，災害ボランティアの健康管理支援体制

の課題として，事前研修や活動時の安全衛生指導

を行うとともに，現場巡回の徹底等による安全衛

生管理体制の充実強化の必要性が示唆された．併

せて，活動前の破傷風ワクチン接種等の予防接種

を徹底することやメンタルヘルス支援体制の確保

のために精神科医や心理職等の協力体制の整備を

図ること，及び保健医療専門職の助言を確保する

ために保健医療専門職等を配置した救護チームや

救護所の設置を推進する必要性が示唆された．
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A STUDY ON HEALTH MANAGEMENT SUPPORT SYSTEMS

FOR DISASTER VOLUNTEERS （PART 2）
－ FROM A NATIONAL SURVEY OF

DISASTER VOLUNTEER CENTERS－

Hatsumi Sakuragi

Nursing, Department of Social Medicine,

Graduate School of Medicine, Kurume University

　　The present study aimed to reveal the current state of safety and health systems in 

place at disaster volunteer centers and thereby provide an insight into features of the 

ideal health management support systems for disaster volunteers. A total of 332 disaster 

volunteer centers established by social welfare councils in the 5-year period （from fiscal 

year 2016）were invited to participate in an anonymous self-administered questionnaire 

survey. The questionnaire comprised questions related to the mode of disaster volunteer 

center establishment, disaster volunteer activities, and safety and health systems in 

place. We could obtain responses to the questionnaire from 158 centers （response rate 

47.6％）, of which responses from 152 centers were valid （valid response rate 96.2％）. The 

length of activity duration showed a trend of being prolonged in recent years; 

additionally, some disaster volunteers worked in hazardous environments. The following 

items of safety and health systems were found to require improvements: thoroughness 

of vaccination, 1.3％ ; availability of a mental health support system, 7.2％ ; support 

receiving system, 19.1％ ; availability of advice from health and medical professionals, 

22.4％ ; and availability of places for collaboration, 31.6％ . The abovementioned results 

suggest that issues of the health management support systems for disaster volunteers 

include provision of safety and health guidance before and during activities and 

improvement and consolidation of the safety and health management system by, for 

example, frequent site patrols. Other suggested needs include the following: full 

vaccinations, such as tetanus vaccine, before activities; establishment of a system for 

cooperation by psychiatrists and psychologists as part of the mental health support 

system; and establishment of first-aid teams and first-aid stations with the function of 

providing advice from health and medical professionals.


